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衆
議
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議
員
風
早
八
十
二
君
提
出
労
働
者
災
害
補
償
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
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三 

衆
議
院
議
員
風
早
八
十
二
君
提
出
労
働
者
災
害
補
償
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一 

労
働
省
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
日
野
デ
イ
ゼ
ル
工
場
に
お
け
る
本
年
の
労
働
者
の
災
害
状
況
は
、
一
月
か
ら
五
月
ま
で
の

災
害
件
数
に
比
し
て
六
月
以
降
九
月
ま
で
は
幾
分
増
加
し
て
い
る
が
、
労
働
者
数
も
増
加
し
又
、
労
働
延
時
間
数
も
増
加

し
て
い
る
か
ら
、
災
害
度
数
率
に
つ
い
て
み
れ
ば
七
月
以
降
は
、
む
し
ろ
減
少
し
て
い
る
。
又
、
疾
病
に
つ
い
て
み
る
と

消
化
器
系
の
疾
患
が
主
で
あ
つ
て
、
結
核
患
者
数
は
そ
の
後
増
加
し
て
い
な
い
実
情
に
あ
り
、
従
つ
て
、
朝
鮮
事
変
勃
発

以
来
労
働
強
化
に
よ
つ
て
災
害
、
疾
病
が
増
加
し
た
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。 

二 

本
年
上
半
期
に
お
け
る
全
国
の
労
働
者
の
死
傷
災
害
件
数
は
、
死
亡
一
、
四
七
八
、
負
傷
二
一
四
、
〇
〇
〇
余
と
な
つ

て
お
り
、
産
業
部
門
別
に
み
れ
ば
災
害
度
数
率
の
最
も
多
い
の
が
石
炭
鉱
業
、
第
二
位
が
港
湾
荷
役
業
、
第
三
位
が
水
力

発
電
用
建
設
事
業
、
第
四
位
が
鉄
道
建
設
事
業
、
第
五
位
が
金
属
圧
延
業
の
順
と
な
つ
て
い
る
。 

三 

右
の
如
き
災
害
を
減
少
せ
し
め
る
た
め
、
労
働
基
準
法
に
基
く
安
全
衞
生
関
係
の
監
督
を
励
行
し
、
更
に
労
使
双
方
の

災
害
防
止
に
対
す
る
認
識
理
解
を
深
か
ら
し
め
る
と
と
も
に
、
特
に
災
害
の
多
い
重
要
な
事
業
場
に
対
し
て
は
、
特
別
の 



指
導
を
加
え
る
等
の
措
置
を
講
じ
、
災
害
の
減
少
に
努
力
中
で
あ
る
。 

右
答
弁
す
る
。 

四 

 




